
西宮市障害者通所施設利用交通経費補助金支給要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成 17 年法

律第 123 号)に基づき指定を受けた生活介護事業所、自立訓練（機能訓練）事業所、自立訓練

（生活訓練）事業所、就労移行支援事業所、就労継続支援Ｂ型事業所（以下「通所施設」とい

う。）を利用する際に、通所手段として公共の交通機関の利用、または交通用具の使用をして

いる場合に、その経費の一部を補助することによって、障害者が地域で自立した生活を推進す

ることを目的とする。 

（支給対象者） 

第２条 この要綱により補助金の支給を受けることができる者（以下｢支給対象者｣という。）は、次

の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 西宮市が援護の実施者となっている者 

(2) 支給対象期間の前後半年以内において、同一の通所施設を 3 箇月以上利用する者 

(3) 通所手段に公共の交通機関（以下｢交通機関｣という。）を利用、または通所者本人及びそ

の保護者が所有する交通用具（自動車、原動機付自転車・単車・電動車いす、自転車）を

使用する者 

(4) 各月の施設開所日数の２分の１以上を通所した者 

(5) 通所施設が支給対象者の住居から当該施設まで送迎を行い、支給対象者に係る指定障害福

祉サービス報酬における送迎加算を各月の施設開所日数の 2 分の 1 を超えて受領してい

ないこと。 

（補助基準額の算出） 

第３条 補助基準額の算出は、時間、距離、運賃等の事情に照らし、最も経済的かつ合理的と認め

られる通常の経路および方法によって、かかる経費の額によるものとする。 

２ 前項の通所の経路または方法は、往路と帰路とにおけるそれぞれの経路や通所の方法を異

にするものであってはならない。ただし、市長が正当の事由があると認めるときはこの限りで

はない。 

３ 第１項の額は、交通機関を利用しているとき、その利用区間にかかる１月の定期券の価格

か普通乗車券で実際に要した価格のいずれか少ない方の額とする。また、前項のただし書きに

あっては、この規定の額との均衡を考慮し、それらの算出方法に準じて算出した額とする。 

４ 第１項の額は、次の各号の額を控除した後の額とする。 

(1)  公共の割引制度による全部または一部の割引 

(2)  西宮市地域生活支援事業における更生訓練費の通所のための経費 

(3)  指定障害福祉サービス報酬における送迎加算により受けられる経費 

(4)  通所施設の支給する交通費等 

 （補助金の算出方法） 

第４条 補助金の額は、予算の範囲内で別表に定めるところによる。ただし、交通機関と交通用具

の併用者にあっては、最も経済的かつ合理的と認められる経路および方法によって、いずれか

一方による額とする。ただし、市長が正当の事由があると認めるときはこの限りではない。 



 （補助金の支給申請） 

第５条 補助金を受けようとする支給対象者またはその保護者は、受付期限までに西宮市障害者通

所施設利用交通経費補助金支給申請書をその利用する通所施設の長（以下｢施設の長｣という。）

を通じて市長に提出しなければならない。 

２ 支給対象者が施設に年度途中に入所したとき、または住居、通所経路または通所方法を変

更し、もしくは通所のために負担する費用に変更があったとき、支給対象者またはその保護者

は、申請書または変更申請書を当該施設の長を通じて市長に提出しなければならない。ただし、

交通機関の運賃の改定によるときはこの限りではない。 

３ 施設の長は第６条第１項に規定する支給月の１箇月前までに西宮市障害者通所施設利用交

通経費補助金支給対象者通所日数報告書に支給対象者の通所日数を６箇月分まとめて報告し

なければならない。 

４ 前項の通所日数は障害福祉サービスにおいて請求する日数と一致しなければならない。 

（補助金支給の方法等） 

第６条 補助金は、原則として毎年度４月分から９月分を 12 月に、10 月分から３月分を翌年度６

月に支給するものとする。 

２ 前項の支給月以前に支給対象者が退所したときは、その規定にかかわらず支給対象者、そ

の保護者、または当該施設の長の直接の申し出により、申し出のあった日の属する月から３箇

月以内に支給できるものとする。 

３ 前条第２項の規定による申請および改定があったときは、その事実の生じた日の属する月

の翌月分（その日が月の初日のときは、その日の属する月分）から支給額を変更するものとす

る。 

（帳簿の整理） 

第７条 市長は障害者通所施設利用交通経費補助金支給台帳を作成し、補助金の状況を明らかにし

なければならない。 

 （補助金支給の決定通知等） 

第８条 市長は、補助金支給の可否について審査の上、西宮市障害者通所施設利用経費補助金支給

決定通知書および西宮市障害者通所施設利用交通経費補助金支給却下通知書により申請者に

通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第９条 市長は、偽り、その他不正の手段により補助金の支給を受けたものに対して、その全部ま

たは一部の返還を求めることができる。 

 （その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が定める。 

 

    付 則 

  この要綱は、昭和６２年６月１日から実施し、昭和６２年４月１日より適用する。 

    付 則 

  この要綱は、平成１１年６月１日から実施し、平成１１年４月１日より適用する。 

    付 則 



  この要綱は、平成１３年４月１日から実施する。 

    付 則 

  この要綱は、平成１６年４月１日から実施する。 

    付 則 

  この要綱は、平成２１年４月１日から実施する。 

付 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から実施する。 

付 則 

この要綱は、平成２６年１０月１日から実施する。 

付 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から実施する。 



別 表 

通所経費補助金額算出の方法 

（交通機関） 

番号 
交通機関 

交通用具 

補助基準額（①－②） 
補助率 補助金額 

① ② 

１ 
バ ス 

電 車 

１箇月の定期券の額ま

たは実際に要した普通

乗車券の額の少ない方 

公共の割引、更生訓練費

の通所のための経費、送

迎加算により受けられ

る経費、通所施設の支給

する交通費等 

0.50 (①－②）×0.50 

 

（交通用具）                               単位：円 

番号及び種類 １ 自家用自動車 

 

２ 単  車 

原動機付自転車 

電動車いす 

３ 自 転 車 

 
使用距離（片道） 

1 ㎞以上 5 ㎞未満 １，１００ １，０５０ １，０００ 

5 ㎞以上 10 ㎞未満 ２，３５０ ２，１５０ ２，０５０ 

10 ㎞以上 15 ㎞未満 ４，３００ ３，９５０ 

３，２５０ 

15 ㎞以上 20 ㎞未満 ５，５００ ４，７００ 

20 ㎞以上 25 ㎞未満 ６，６５０ ５，３５０ 

25 ㎞以上 30 ㎞未満 ７，７５０ ５，９５０ 

30 ㎞以上 35 ㎞未満 ８，７５０ ６，５００ 

35 ㎞以上 40 ㎞未満 ９，６５０ ７，０００ 

40 ㎞以上 45 ㎞未満 １０，４５０ ７，４５０ 

45 ㎞以上 50 ㎞未満 １０，９００ ７，７５０ 

50 ㎞以上 55 ㎞未満 １１，３５０ ８，０５０ 

55 ㎞以上 60 ㎞未満 １１，８００ ８，３５０ 

60 ㎞以上 １２，２５０ ８，６５０ 

（注意１）交通機関番号１の最高支給限度補助金額は、一月あたり２７，５００円とする。 

（注意２）交通機関番号１及び交通用具番号１、２、３それぞれとの併用の支給はしない。主たる

通所手段となる一の補助基準額による補助金額とする。 

（注意３）交通用具の距離の測定は、地図ソフトを使用し、支給対象者の住居から通所施設までの

最短経路（1km 以下は切り捨て）を使用距離とする。 

（注意４）補助金額は、10 円未満を切り捨てる。 

 

 

 

 


